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（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移に

ついては記載しておりません。 

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。 

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、１株当たり四半期（当

期）純損失であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

  

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 

第83期 
第３四半期 
連結累計 
期間 

第83期 
第３四半期 
連結会計 
期間 

第82期 

会計期間 

自平成20年 
４月１日 

至平成20年 
12月31日 

自平成20年 
10月１日 

至平成20年 
12月31日 

自平成19年 
４月１日 

至平成20年 
３月31日 

売上高（百万円） 32,266 10,513  47,421

経常利益又は経常損失（△） 

（百万円） 
△120 △286  324

四半期（当期）純損失（△） 

（百万円） 
△2,135 △1,584  △1,207

純資産額（百万円） － 15,354  19,281

総資産額（百万円） － 54,645  58,299

１株当たり純資産額（円） － 76.80  96.79

１株当たり四半期（当期） 

純損失金額（△）（円） 
△11.04 △8.19  △6.23

潜在株式調整後１株当たり四半

期（当期）純利益金額（円） 
－ －  －

自己資本比率（％） － 27.2  32.1

営業活動による 

キャッシュ・フロー（百万円） 
△612 －  1,445

投資活動による 

キャッシュ・フロー（百万円） 
△1,416 －  △1,958

財務活動による 

キャッシュ・フロー（百万円） 
2,052 －  1,708

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（百万円） 
－ 4,114  4,361

 従業員数（人） － 3,595  3,629

1



 当第３四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内

容について、重要な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。 

  

 当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

（１）連結会社の状況 

 （注） 従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は［ ］内に当第３四半期連結会計期間の平均人

員を外数で記載しております。なお、従業員数には営業社員、臨時従業員数にはソーイング

アドバイザーを含んでおります。 

  

（２）提出会社の状況 

 （注） 従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は［ ］内に当第３四半期会計期間の平均人員を

外数で記載しております。なお、従業員数には営業社員、臨時従業員数にはソーイングアド

バイザーなどを含んでおります。 

  

２【事業の内容】

３【関係会社の状況】

４【従業員の状況】

  （平成20年12月31日現在）

従業員数（人）  3,595    [696]

  （平成20年12月31日現在）

従業員数（人） 703    [529]
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(1）生産実績 

 当第３四半期連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のと

おりであります。 

 （注）１ 金額は、製造価格によっており、セグメント間の取引については相殺消去しております。

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2）受注状況 

 当社グループの生産は、主として見込み生産によっているため、記載を省略しております。 

  

(3）販売実績 

 当第３四半期連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のと

おりであります。 

  

 （注）１ セグメント間の取引については相殺消去しております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

 該当事項はありません。 

  

第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

事業の種類別セグメントの名称 金額（百万円） 

ミシン関連事業  3,479

産業機器事業  920

24時間風呂・整水器事業  155

情報処理他サービス事業  22

合計  4,578

事業の種類別セグメントの名称 金額（百万円） 

ミシン関連事業  7,869

産業機器事業  1,069

24時間風呂・整水器事業  603

情報処理他サービス事業  971

合計  10,513

２【経営上の重要な契約等】
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（１）業績の状況 

 当第３四半期連結会計期間における経済環境は、米国の金融危機に端を発した景気後退の影響

が、株価の下落、円の独歩高の中、世界各国での消費低迷として大きく影響しました。 

 当社グループにおけるミシン関連事業については、売上台数は前年同四半期に比べ５千台増の53

万台となりましたが、海外販売では急激な円高の影響を受け、当第３四半期連結会計期間の売上高

は7,869百万円（前年同四半期比1,761百万円減）、営業利益は販売費及び一般管理費の削減により

408百万円（前年同四半期比170百万円増）となりました。 

 産業機器事業については、企業の設備投資抑制と生産調整の動きからロボット製品及びアルミダ

イカスト鋳造部品の売上が大幅に減少し、当第３四半期連結会計期間の売上高は1,069百万円（前

年同四半期比293百万円減）、営業損失は21百万円（前年同四半期は69百万円の営業利益）となり

ました。 

 24時間風呂・整水器事業では、新製品「湯名人スーパーＣＴ」を投入しましたが、国内消費の不

振により当第３四半期連結会計期間の売上高は603百万円（前年同四半期比45百万円減）、営業損

失は17百万円（前年同四半期は50百万円の営業利益）となりました。 

 情報処理他サービス事業については、企業の投資抑制の中、当第３四半期連結会計期間の売上高

は971百万円（前年同四半期比155百万円減）、営業利益は１百万円（前年同四半期比58百万円

減）、となりました。 

 これらの結果、当第３四半期連結会計期間の総売上高は10,513百万円（前年同四半期比2,256百

万円減）、営業利益は375百万円（前年同四半期比48百万円減）、経常損失は286百万円（前年同四

半期は266百万円の経常利益）となりました。なお、繰延税金資産の取り崩しによる法人税等調整

額1,139百万円を計上したことにより、四半期純損失は1,584百万円（前年同四半期は206百万円の

純利益）となりました。 

  

 所在地別セグメントの業績は、次のとおりであります。 

  

 当第３四半期連結会計期間の日本の売上高は6,695百万円（前年同四半期比754百万円減）、営業

損失は67百万円（前年同四半期は18百万円の営業損失）となりました。北米地域の売上高は2,159

百万円（前年同四半期比1,001百万円減）となりましたが、販売費及び一般管理費の削減により営

業利益は14百万円（前年同四半期比3百万円増）となり改善しました。 

 東南アジアでは売上高171百万円（前年同四半期比13百万円増）、営業利益は148百万円（前年同

四半期比13百万円減）となりました。 

 その他の地域は、売上高1,486百万円（前年同四半期比514百万減）、営業利益は57百万円（前年

同四半期比減72百万円）となりました。 

  

 財政の状態は、次のとおりであります。 

  

 当第３四半期連結会計期間末の総資産は54,645百万円（前連結会計年度末比3,654百万円減）と

なりました。 

 資産の部では、現金及び預金、売上債権、たな卸資産の減少により流動資産が21,034百万円（同

1,836百万円減）となりました。固定資産については、投資有価証券、繰延税金資産の減少によ

り、33,610百万円（同1,818百万円減）となりました。 

 負債の部では、主に短期借入金の増加により流動負債が19,129百万円（同1,514百万円増）、固

定負債が長期借入金の減少により20,160百万円（同1,242百万円減）となりました。 

 純資産合計は15,354百万円（同3,926百万円減）となりました。 

 なお、文中の増減額は前年同四半期とは適用される会計基準が異なるため、参考として記載して

３【財政状態及び経営成績の分析】
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おります。 

  

（２）キャッシュ・フローの状況  

 当第３四半期連結会計期間における現金及び現金同等物は第２四半期連結会計期間末から272百

万円増加し4,114百万円となりました。 

 営業活動によるキャッシュ・フローは84百万円のプラスとなりました。この主な要因はたな卸資

産の減少によるものであります。 

 投資活動によるキャッシュ・フローは296百万円のマイナスとなりました。この主な要因は有形

固定資産の取得によるものであります。 

 財務活動によるキャッシュ・フローは590百万円となりました。この主な要因は借入金の増加に

よるものであります。 

  

（３）事業上及び財務上の対処すべき課題 

 当第３四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はあり

ません。 

  

（４）研究開発活動 

 当第３四半期連結会計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、234百万円でありま

す。 

 なお、当第３四半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更は

ありません。 
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(1）主要な設備の状況 

 当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

(2）設備の新設、除却等の計画 

 当第３四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末において計画中であった重要設

備の新設、除却等について、重要な変更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新

設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。 

  

第３【設備の状況】
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①【株式の総数】 

  

②【発行済株式】 

  

 該当事項はありません。 

  

 該当事項はありません。  

  

  

当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりません。 

  

  

  

  

  

第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式  360,000,000

計  360,000,000

種類 
第３四半期会計期間
末現在発行数（株） 
（平成20年12月31日） 

提出日現在発行数
（株） 

（平成21年２月13日） 

上場金融商品取引
所名又は登録認可
金融商品取引業協
会名 

内容 

普通株式  195,214,448  195,214,448
東京証券取引所 

（市場第一部） 

単元株式数 

1,000株  

計  195,214,448  195,214,448 － － 

（２）【新株予約権等の状況】

（３）【ライツプランの内容】

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
（千株） 

発行済株式 
総数残高 
（千株） 

資本金 
増減額 

（百万円） 

資本金残高 
（百万円） 

資本準備金 
増減額 
（百万円） 

資本準備金
残高 
 （百万円）

平成20年10月１日

～ 

平成20年12月31日 

 － 195,214 － 11,372  － 823

（５）【大株主の状況】

7



①【発行済株式】 

  当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認で 

 きないため、記載することができないことから、直前の基準日（平成20年９月30日）に基づく 

 株主名簿による記載をしております。  

（注）「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が61,000株（議

決権個数61個）含まれております。 

  

②【自己株式等】 

  

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 株価は、東京証券取引所（市場第一部）におけるものであります。 

  

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動は

ありません。 

（６）【議決権の状況】

  平成20年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ― 

議決権制限株式（その他） ― ― ― 

完全議決権株式（自己株式等） 

（自己保有株式） 

普通株式 

 1,890,000

― 
単元株式数 

1,000株  

完全議決権株式（その他） 
普通株式 

 193,170,000
 193,170 同上 

単元未満株式 
普通株式 

 154,448
― 

１単元（1,000株） 

未満の株式 

発行済株式総数  195,214,448 ― 
単元株式数 

1,000株  

総株主の議決権 ―  193,170 ― 

  平成20年12月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所
有株式数
（株） 

他人名義所
有株式数
（株） 

所有株式数
の合計
（株） 

発行済株式総
数に対する所
有株式数の割
合(％) 

蛇の目ミシン工業株

式会社 

東京都中央区京橋三丁

目１番１号 
1,890,000 ―  1,890,000  0.96

計 ― 1,890,000 ―  1,890,000  0.96

２【株価の推移】

月別 
平成20年 

４月 
５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 

最高（円）  103  101  98  86  80  68  58  50  41

最低（円）  89  85  85  76  67  50  34  37  34

３【役員の状況】
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１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」

（平成19年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しており

ます。 

 なお、四半期連結財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を

改正する内閣府令」（平成20年８月７日内閣府令第50号）附則第７条第１項第５号ただし書きによ

り、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

  

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第３四半期連結会計期間（平成

20年10月１日から平成20年12月31日まで）及び当第３四半期連結累計期間（平成20年４月１日から

平成20年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半

期レビューを受けております。 

  

第５【経理の状況】
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１【四半期連結財務諸表】 
（１）【四半期連結貸借対照表】 

（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成20年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 4,744 5,030

受取手形及び売掛金 7,000 7,773

有価証券 209 370

商品及び製品 4,950 5,413

仕掛品 602 578

原材料及び貯蔵品 2,109 1,983

その他 1,539 1,847

貸倒引当金 △121 △127

流動資産合計 21,034 22,870

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 6,236 6,066

土地 16,429 16,673

その他（純額） 2,977 3,116

有形固定資産合計 ※1  25,643 ※1  25,856

無形固定資産   

のれん 1,443 1,590

その他 591 618

無形固定資産合計 2,034 2,208

投資その他の資産 ※2  5,931 ※2  7,363

固定資産合計 33,610 35,428

資産合計 54,645 58,299

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 3,398 4,462

短期借入金 12,082 8,658

未払法人税等 198 264

賞与引当金 345 565

その他 3,105 3,664

流動負債合計 19,129 17,615

固定負債   

社債 800 800

長期借入金 8,762 10,252

退職給付引当金 4,524 4,198

その他 6,073 6,152

固定負債合計 20,160 21,402

負債合計 39,290 39,018
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（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成20年３月31日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 11,372 11,372

資本剰余金 823 823

利益剰余金 1,094 3,704

自己株式 △325 △325

株主資本合計 12,966 15,575

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △39 △78

繰延ヘッジ損益 △3 △5

土地再評価差額金 4,303 4,334

為替換算調整勘定 △2,380 △1,114

評価・換算差額等合計 1,880 3,135

少数株主持分 507 570

純資産合計 15,354 19,281

負債純資産合計 54,645 58,299
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（２）【四半期連結損益計算書】 
【第３四半期連結累計期間】 

（単位：百万円）

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年12月31日) 

売上高 32,266

売上原価 17,616

売上総利益 14,650

販売費及び一般管理費 ※  14,047

営業利益 602

営業外収益  

受取利息 24

受取配当金 19

受取補償金 45

その他 92

営業外収益合計 181

営業外費用  

支払利息 379

為替差損 360

その他 166

営業外費用合計 905

経常損失（△） △120

特別利益  

固定資産売却益 2

特別利益合計 2

特別損失  

投資有価証券評価損 245

固定資産除売却損 170

減損損失 50

特別損失合計 467

税金等調整前四半期純損失（△） △585

法人税、住民税及び事業税 272

法人税等調整額 1,222

法人税等合計 1,494

少数株主利益 54

四半期純損失（△） △2,135
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【第３四半期連結会計期間】 

（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間 
(自 平成20年10月１日 
 至 平成20年12月31日) 

売上高 10,513

売上原価 5,657

売上総利益 4,856

販売費及び一般管理費 ※  4,480

営業利益 375

営業外収益  

受取利息 5

受取配当金 0

その他 24

営業外収益合計 29

営業外費用  

支払利息 126

為替差損 531

その他 34

営業外費用合計 692

経常損失（△） △286

特別利益  

固定資産売却益 0

特別利益合計 0

特別損失  

投資有価証券評価損 0

固定資産除売却損 22

減損損失 26

特別損失合計 48

税金等調整前四半期純損失（△） △335

法人税、住民税及び事業税 85

法人税等調整額 1,139

法人税等合計 1,225

少数株主利益 23

四半期純損失（△） △1,584
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：百万円）

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年12月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー  

税金等調整前四半期純損失（△） △585

減価償却費 845

減損損失 50

のれん償却額 135

退職給付引当金の増減額（△は減少） △168

受取利息及び受取配当金 △44

支払利息 379

投資有価証券評価損益（△は益） 245

売上債権の増減額（△は増加） △609

たな卸資産の増減額（△は増加） △878

仕入債務の増減額（△は減少） △62

その他 536

小計 △154

利息及び配当金の受取額 46

利息の支払額 △285

法人税等の支払額 △220

営業活動によるキャッシュ・フロー △612

投資活動によるキャッシュ・フロー  

定期預金の預入による支出 △26

定期預金の払戻による収入 28

有価証券の売却及び償還による収入 270

有形固定資産の取得による支出 △1,694

その他 6

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,416

財務活動によるキャッシュ・フロー  

短期借入金の純増減額（△は減少） 3,530

長期借入金の返済による支出 △1,165

社債の償還による支出 △300

その他 △12

財務活動によるキャッシュ・フロー 2,052

現金及び現金同等物に係る換算差額 △270

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △247

現金及び現金同等物の期首残高 4,361

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  4,114
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

  
当第３四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 
  至 平成20年12月31日） 

１．連結の範囲に関する

事項の変更 

（１）連結の範囲の変更 

 第１四半期連結会計期間より、ジ

ャノメインダストリアルエクイプメ

ントヨーロッパ㈲は新たに設立した

ため、連結の範囲に含めておりま

す。 

（２）変更後の連結子会社の数 

25社 

２．持分法の適用に関す

る事項の変更 

 ────── 

３．会計処理基準に関す

る事項の変更 

（１）たな卸資産の評価基準及び評

価方法 

 通常の販売目的で保有するたな卸

資産については、主として移動平均

法による原価法によっております

が、第１四半期連結会計期間より

「棚卸資産の評価に関する会計基

準」（企業会計基準第９号）が適用

されたことに伴い、収益性が低下し

たものについては簿価を切下げてお

ります。この変更による損益に与え

る影響は軽微であります。 

（２）「連結財務諸表作成における

在外子会社の会計処理に関する当面

の取扱い」の適用 

 第１四半期連結会計期間より、

「連結財務諸表作成における在外子

会社の会計処理に関する当面の取扱

い」（実務対応報告第18号 平成18

年５月17日）を適用し、連結決算上

必要な修正を行っております。 

 また、この修正において、当第３

四半期連結累計期間の利益剰余金が

504百万円減少しております。 

 これによる損益に与える影響及び

セグメントに与える影響は軽微であ

ります。 
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当第３四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 
  至 平成20年12月31日） 

  （３）リース取引に関する会計基準

の適用 

 所有権移転外ファイナンス・リー

ス取引については、従来、賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によ

っておりましたが、第１四半期連結

会計期間から「リース取引に関する

会計基準」（企業会計基準第13号

（平成５年６月17日（企業会計審議

会第一部会）、平成19年３月30日改

正））及び「リース取引に関する会

計基準の適用指針」（企業会計基準

適用指針第16号（平成６年１月18日

（日本公認会計士協会 会計制度委

員会）、平成19年３月30日改正））

を適用し、通常の売買取引に係る会

計処理によっております。また、所

有権移転外ファイナンス・リース取

引に係るリース資産の減価償却の方

法については、リース期間を耐用年

数とし、残存価額を零とする定額法

を採用しております。 

 なお、リース取引開始日が適用初

年度開始前の所有権移転外ファイナ

ンス・リース取引については、通常

の賃貸借取引に係る方法に準じた会

計処理を引き続き採用しておりま

す。 

 これによる、営業利益、経常損失

及び税金等調整前四半期純損失に与

える影響はありません。 

 また、セグメント情報に与える影

響はありません。 

  （４）有形固定資産の耐用年数の変

更 

（追加情報） 

 一部の国内連結子会社は、法人税

法の改正を契機に耐用年数を見直し

た結果、機械装置の耐用年数を変更

しております。この変更による損益

に与える影響及びセグメントに与え

る影響は軽微であります。  
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 該当事項はありません。 

  

【簡便な会計処理】

  
当第３四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年12月31日） 

１．一般債権の貸倒見積

高の算定方法 

 当第３四半期連結会計期間末の貸

倒実績率等が前連結会計年度末に算

定したものと著しい変化がないと認

められるため、前連結会計年度末の

貸倒実績率等を使用して貸倒見積高

を算定しております。 

２．棚卸資産の評価方法  棚卸資産の簿価切下げに関して

は、収益性の低下が明らかなものに

ついてのみ正味売却価額を見積り、

簿価引下げを行う方法によっており

ます。 

３．固定資産の減価償却

費の算定方法 

 定率法を採用している資産につい

ては、連結会計年度に係る減価償却

費の額を期間按分して算定する方法

によっております。 

 なお、一部の子会社においては、

固定資産の年度中の取得、売却及び

除却等の見積りを考慮した予算を策

定しているため、当該予算に基づく

年間償却予定額を期間按分して算定

しております。 

４．法人税等並びに繰延

税金資産及び繰延税金

負債の算定方法 

 法人税等の納付税額の算定に関し

ては、加味する加減算項目や税額控

除項目を重要なものに限定する方法

によっております。 

 繰延税金資産の回収可能性の判断

に関しては、前連結会計年度末以降

に経営環境等、かつ、一時差異等の

発生状況に著しい変化がないと認め

られる場合には、前連結会計年度に

おいて使用した将来の業績予測やタ

ックス・プランニングを利用する方

法によっております。 

 なお、一部の子会社においては、

税引前四半期純利益に、前年度の損

益計算書における税効果会計適用後

の法人税等の負担率を乗じて計算す

る方法を採用しております。 

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第３四半期連結会計期間末 
（平成20年12月31日） 

前連結会計年度末 
（平成20年３月31日） 

※１ 有形固定資産減価償却累計額 百万円17,098 ※１ 有形固定資産減価償却累計額 百万円17,343

※２ 資産の金額から直接控除している貸倒引当

金の額 

※２ 資産の金額から直接控除している貸倒引当

金の額 

投資その他の資産 百万円111 投資その他の資産 百万円106

（四半期連結損益計算書関係）

当第３四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年12月31日） 

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び

金額は次のとおりであります。 

販売手数料 百万円1,039

従業員給料及び手当 百万円5,947

賞与引当金繰入額 百万円151

退職給付費用 百万円325

減価償却費 百万円169

当第３四半期連結会計期間 
（自 平成20年10月１日 
至 平成20年12月31日） 

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び

金額は次のとおりであります。 

販売手数料 百万円356

従業員給料及び手当 百万円1,821

賞与引当金繰入額 百万円151

退職給付費用 百万円100

減価償却費 百万円64
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当第３四半期連結会計期間末（平成20年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自 平成

20年４月１日 至 平成20年12月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数 

普通株式  千株 

  

２．自己株式の種類及び株式数 

普通株式   千株 

  

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第３四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年12月31日） 

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期

連結貸借対照表に掲記されている科目の金額

との関係 

（平成20年12月31日） 

現金及び預金勘定 百万円4,744

預入期間が３か月を超える 

定期預金等 
百万円△629

現金及び現金同等物 百万円4,114

（株主資本等関係）

195,214

1,891
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当第３四半期連結会計期間（自 平成20年10月１日 至 平成20年12月31日） 

当第３四半期連結累計期間（自 平成20年４月１日 至 平成20年12月31日） 

 （注）１ 事業区分の方法：製品種類別区分によっております。 

２ 各事業の主要な製品 

(1）ミシン関連事業……………ミシン及びその他付属品 

(2）産業機器事業………………ロボット、エレクトロプレス、注型・成形品 

(3）24時間風呂・整水器事業…24時間風呂、整水器 

(4）情報処理他サービス事業…ＩＴソフトウェア・電算処理サービス、不動産賃貸、メンテ

ナンスサービス、レストラン運営 

  

（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

  
ミシン関
連事業 
(百万円) 

産業機器
事業 
(百万円)

24時間風
呂・整水
器事業 
(百万円)

情報処理
他サービ
ス事業 
(百万円)

計 
(百万円) 

消去又は
全社 
(百万円) 

連結 
(百万円)

売上高               

(1）外部顧客に対する

売上高 
 7,869 1,069     603     971 10,513 -   10,513 

(2）セグメント間の内

部売上高又は振替

高 

    11     167     13     333     526  (526)    - 

計    7,881 1,236     617 1,304    11,039    (526)    10,513 

営業利益又は 

営業損失(△) 
    408     △21     △17     1     370        5     375 

  
ミシン関
連事業 
(百万円) 

産業機器
事業 
(百万円)

24時間風
呂・整水
器事業 
(百万円)

情報処理
他サービ
ス事業 
(百万円)

計 
(百万円) 

消去又は
全社 
(百万円) 

連結 
(百万円)

売上高              

(1）外部顧客に対する

売上高 
24,225  3,551  1,461  3,028  32,266   -   32,266 

(2）セグメント間の内

部売上高又は振替

高 

    27     692     35     881  1,636 (1,636)      - 

計   24,252    4,243  1,496 3,910   33,903 (1,636)   32,266 

営業利益又は 

営業損失(△) 
    590     109     △79     △31     588       14     602 
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当第３四半期連結会計期間（自 平成20年10月１日 至 平成20年12月31日） 

当第３四半期連結累計期間（自 平成20年４月１日 至 平成20年12月31日） 

 （注） 国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域 

(1）国又は地域の区分の方法……地理的近接度によっております。 

(2）各区分に属する主な国又は地域 

① 北米……………米国、カナダ 

② 東南アジア……台湾、タイ 

③ その他の地域…イギリス、オランダ、スイス、オーストラリア、ニュージーランド、

チリ 

  

【所在地別セグメント情報】

  
日本 

(百万円) 
北米 

(百万円)

東南アジ
ア 
(百万円)

その他の
地域 
(百万円)

計 
(百万円) 

消去又は
全社 
(百万円) 

連結 
(百万円)

売上高               

(1）外部顧客に対する

売上高 
   6,695  2,159     171    1,486   10,513      -    10,513 

(2）セグメント間の内

部売上高又は振替

高 

2,198     - 3,604     0  5,804   (5,804)      - 

計 8,894  2,159  3,776 1,487  16,317 (5,804)  10,513 

営業利益又は 

営業損失(△) 
    △67     14     148     57     152      223    375 

  
日本 

(百万円) 
北米 

(百万円)

東南アジ
ア 
(百万円)

その他の
地域 
(百万円)

計 
(百万円) 

消去又は
全社 
(百万円) 

連結 
(百万円)

売上高               

(1）外部顧客に対する

売上高 
 21,526  5,573     546    4,619  32,266     -  32,266 

(2）セグメント間の内

部売上高又は振替

高 

 7,722     - 12,361     20 20,104 (20,104)     -

計  29,249    5,573 12,908  4,639  52,370 (20,104)   32,266 

営業利益     163     8     14     157     344      258 602 
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当第３四半期連結会計期間（自 平成20年10月１日 至 平成20年12月31日） 

当第３四半期連結累計期間（自 平成20年４月１日 至 平成20年12月31日） 

 （注）１ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。

２ 国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域 

(1）国又は地域の区分の方法……地理的近接度によっております。 

(2）各区分に属する主な国又は地域 

① 北米……………米国、カナダ 

② 欧州……………イギリス、オランダ、ドイツ、スイス 

③ その他の地域…東南アジア、豪州、中東、アフリカ、中南米 

  

 有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著

しい変動がありません。 

  

 デリバティブ取引の四半期連結会計期間末の契約額等は、前連結会計年度の末日と比較して著

しい変動がありません。 

  

 該当事項はありません。 

  

【海外売上高】

  北米 欧州 その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高（百万円）     2,188     2,587   1,542     6,317 

Ⅱ 連結売上高（百万円）       10,513 

Ⅲ 連結売上高に占める海

外売上高の割合（％） 
    20.8  24.6     14.7    60.1 

  北米 欧州 その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高（百万円）     5,862    7,784    5,700    19,347 

Ⅱ 連結売上高（百万円）           32,266 

Ⅲ 連結売上高に占める海

外売上高の割合（％） 
    18.2     24.1    17.7 60.0 

（有価証券関係）

（デリバティブ取引関係）

（ストック・オプション等関係）
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１．１株当たり純資産額 

  

２．１株当たり四半期純損失金額 

 （注） １株当たり四半期純損失金額（△）の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

 該当事項はありません。 

  

 リース取引開始日が適用初年度前の所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常

の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を引き続き採用しておりますが、当四半期連結会計期

間におけるリース取引残高は前連結会計年度末に比べて著しい変動が認められないため、記載し

ておりません。 

  

 該当事項はありません。 

  

（１株当たり情報）

当第３四半期連結会計期間末 
（平成20年12月31日） 

前連結会計年度末 
（平成20年３月31日） 

１株当たり純資産額 76.80円 １株当たり純資産額 96.79円

当第３四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年12月31日） 

当第３四半期連結会計期間 
（自 平成20年10月１日 
至 平成20年12月31日） 

１株当たり四半期純損失金額（△） △11.04円 １株当たり四半期純損失金額（△） △8.19円

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益

金額については、１株当たり四半期純損失であ

り、また、潜在株式が存在しないため記載してお

りません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益

金額については、１株当たり四半期純損失であ

り、また、潜在株式が存在しないため記載してお

りません。 

  
当第３四半期連結累計期間
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年12月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自 平成20年10月１日 
至 平成20年12月31日）

１株当たり四半期純損失金額            

四半期純損失（△）（百万円）  △2,135  △1,584

普通株主に帰属しない金額（百万円）  －  －

普通株式に係る四半期純損失（△） 

（百万円） 
 △2,135  △1,584

期中平均株式数（千株）  193,324  193,323

（重要な後発事象）

（リース取引関係）

２【その他】
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 該当事項はありません。 

  

第二部【提出会社の保証会社等の情報】
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  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成21年２月13日

蛇の目ミシン工業株式会社 

取締役会 御中 

新日本有限責任監査法人 

  
指定有限責任社員 
業務執行社員 

  公認会計士 内田 英仁  印 

  
指定有限責任社員 
業務執行社員 

  公認会計士 市瀬 俊司  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられてい

る蛇の目ミシン工業株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第３四半

期連結会計期間（平成20年10月１日から平成20年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成20

年４月１日から平成20年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照

表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行っ

た。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連

結財務諸表に対する結論を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期

レビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者

等に対して実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国にお

いて一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定さ

れた手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般

に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、蛇の目ミシン工業株式会社及び連

結子会社の平成20年12月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３

四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表

示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。 

  

以 上 

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本

は当社（四半期報告書提出会社）が別途保管しております。 

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 




